
公益社団法人 大阪府建築士会

マンション維持管理支援委員会 津村泰夫



マンションとは

アパート

共同住宅・集合住宅

長屋住宅・テラスハウス・コートハウス

賃貸マンション

分譲マンション

コーポラティブマンション



ユニテ・ダビタシオン（仏：Unité d'Habitation）

建築家ル・コルビュジエが設計した

一連の集合住宅 例：マルセイユのアパート

ナントのユニテ・ダビタシオン
富本 亨 氏 撮影
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東京カンテイ資料

6



7

東京カンテイ資料
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長期修繕計画とは

戸建て住宅であれば、雨漏れがしたらそのときに
業者を呼んで修理をすれば良い。または、しばらく
は洗面器やバケツで受けておく。外壁が痛んですき
ま風や雨水が入ってきてもなんとか辛抱して、お金
が貯まったときに工務店を読んで修理をする。

しかしこれがマンションになれば、いろんな人が
住んでおり、雨漏れを我慢できない人も多いし、ま
ず雨漏れをさせてはいけない。効率よく修理をおこ
なうことにより常にきれいな状態に保たねばならな
い。
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長期修繕計画標準様式
長期修繕計画作成ガイドライン
長期修繕計画作成ガイドラインコメント

（平成20年６月１７日公表）

令和３年９月改訂

国土交通省
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長期修繕計画
０１、概要

国のガイドラインに基づき、概ね２５年程度先までの計

画修繕工事費を年度毎に算出して表にするものである。

→ 30年以上で、大規模修繕が2回以上含まれること
令和２年６月に「マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマン

ションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律」

０２、数量

見積の根拠となる数量は、建設時の見積書または大規模

修繕工事見積書が存在する場合はこれを参考とし、見積

書が存在しない場合は、図面及び現地確認により数量を

計算するものとする。

＞長期修繕計画の例

12



０３、場当たり修繕より計画修繕

非効率的な場当たり修繕をやめ、計画的な
修繕へ。たとえば足場のいる外壁塗装は１２
年毎とすれば、鉄部塗装工事は少し良い材料
を使い６年毎とし、外壁塗装の12年に合わ
せる。屋上防水も１８年毎としたい。
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（様式第4-3号）長期修繕計画表（推定修繕工事項目（小項目）別、年度別）　 （単位　万円）

修繕 暦年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
周期 経年 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61

Ⅰ
共通仮設 仮設 12年 470 470 940
直接仮設 仮設 12年 410 410 820
直接仮設 仮設 18年 100 100

Ⅱ ２　屋根防水
建物 ①屋上防水（保護） 補修 年 0

修繕 年 0
②屋上防水（露出） 修繕 18年 550 550

撤去・新設 年 0
④庇・笠木等防水 修繕 12年 30 30 60

３　床防水
①バルコニー床防水 修繕 12年 180 180 360
②開放廊下・階段等床防水 修繕 12年 400 400 800

４　外壁塗装等
　　①コンクリート補修 補修 12年 200 200 400

②外壁塗装 塗替 12年 440 440 880
除去・塗装 年 0

　　⑤シーリング 打替 12年 12 12 24
５　鉄部塗装等

①鉄部塗装（雨掛かり部分） 塗替 ６年 70 70 70 70 280
②鉄部塗装（非雨掛かり部分）塗替 ６年 30 30 30 30 120
③非鉄部塗装 清掃・塗替 ６年 60 60 60 60 240

６　建具・金物等
①建具関係 点検・調整 年 0

取替 年 0
④金物類（集合郵便受等） 取替 36年 0
⑤金物類（ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ扉等） 取替 年 0

７　共用内部
　　①共用内部 張替・塗替 年 180 180

Ⅲ ８　給水設備
設備 　　①給水管 更生 36年 0

取替 年 0
　　②貯水槽 取替 次期 500 500
　　③給水ポンプ 補修 7年 50 50 100

取替 15年 170 170
９　排水設備

①排水管 更生 12年 0
取替 36年 0

10　ガス設備
　 ①ガス管 取替 36年 0
11　空調・換気設備

①空調設備 取替 12年 50 50 100
②換気設備 取替 年 0

12　電灯設備等
　　①電灯設備 取替 12年 70 70 140
　　②配電盤類 補修 12年 20 20 40
　　③幹線設備 補修 12年 50 50 100

④避雷針設備 取替 年 0
13　情報・通信設備
　　①電話設備 補修 12年 20 20 40
　 ②テレビ共聴設備 取替 12年 100 100 200

③インターネット設備 取替 年 0
④インターホン設備等 取替 年 0

14　消防用設備
　 ①消火器 取替 ８年 8 12 8 12 8 12 8 68
　　②自動火災報知設備 取替 年 50 50 100

Ⅳ 17　外構・附属施設
外構 ①外構、アスファルト 補修、取替 24年 500 500

②附属施設、ネットフェンス 塗装、補修 １2年 50 50 100
  ・ ②附属施設、ネットフェンス 取替、整備 36年 200 200
の他 18　調査・診断、設計、工事監理等費用

　 ①調査・診断、設計等 12年 100 100 200
②工事監理 12年 84 84 168

19　長期修繕計画作成費用
　　①見直し 3年 10 10 10 10 10 10 10 70

180 168 0 210 60 500 0 22 100 3,304 10 0 170 160 0 822 10 8 0 60 100 2,646 0 12 0 8
180 348 348 558 618 1,118 1,118 1,140 1,240 4,544 4,554 4,554 4,724 4,884 4,884 5,706 5,716 5,724 5,724 5,784 5,884 8,530 8,530 8,542 8,542 8,550 8,550

合計

１　仮設工事

　　　　　　　　 推定修繕工事費　年度合計
　　　　　　　　 推定修繕工事費　累計

推定修繕工事項目 工事区分
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平成３０年度マンション総合調査結果より （回収率は４０．２％）
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分譲時の積立金額は少なく抑えているとこ
ろが多く、段階値上げを設定しているもの
の、実は全く値上げをおこなってなかった
ために大規模修繕工事の際にお金が足らな
くなって慌てるマンションがかなりみられ
ます。
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平成３０年度マンション総合調査結果より

管理組合向け調査の結果
P７９～、９９、１００、１０７、１０８、１５５～３０８
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発意（理事会等）

理事会、専門委員会等による検討（長期修繕計画の見直し事項等）

総会決議（見直しの実施、専門家の選定）

専門家への依頼（業務委託契約）

調査診断の実施 設計資料等の資料調査、現地調査
必要により区分所有者のアンケート調査

区分所有者への事前説明会

長期修繕計画（総会議事録）の配布

保 管

長期修繕計画及び修繕積立金の額の見直し（案）
（マンションビジョンの検討）

総 会 決 議 （長期修繕計画及び修繕積立金の額の見直し）
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第１章総則

１ガイドラインの目的

このガイドラインは、マンションにおける長
期修繕計画の作成又は見直し（以下「作成」と
いう。）及び修繕積立金の額の設定に関して、
基本的な考え方等と長期修繕計画標準様式（以
下「標準様式」という。）を使用しての作成方
法を示すことにより、適切な内容の長期修繕計
画の作成及びこれに基づいた修繕積立金の額の
設定を促し、マンションの計画修繕工事の適時
適切かつ円滑な実施を図ることを目的としてい
ます。
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２対象とするマンション

このガイドラインは、主として区分所有者が自ら

居住する住居専用の単棟型のマンションを対象とし

ています。

しかしながら、マンションには、様々な形態、形状、

仕様等があり、立地条件も異なっていることから、

これらの諸条件に応じた長期修繕計画とするため、必

要に応じて内容を追加して使用します。したがって、

団地型のマンションにおいても内容を追加すること

で使用できます。
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３ ガイドラインの利用方法

長期修繕計画の作成者（分譲事業者及び管理組合）は、
本ガイドラインを参考として、長期修繕計画を作成し、これ
に基づいて修繕積立金の額の設定を行います。

新築マンションにおいて、分譲事業者は、本ガイドライン
を参考として、長期修繕計画（案）を作成し、これに基づい
て修繕積立金（修繕積立基金を含む。）の額の設定を行いま
す。これらに関しては、購入予定者に説明を行うことが必要
です。また、作成した長期修繕計画（案）は、「推定修繕工
事費内訳書」を含めて管理組合に引き渡すこと、及び総会（
設立総会）において議決を行う場合に協力することが望まれ
ます。

購入予定者は、提示された長期修繕計画（案）の内容につ
いて、本ガイドラインを参考としてチェックすることができ
ます。
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既存マンションにおいて、管理組合は、長期修繕

計画の見直し及びこれに基づく修繕積立金の額の設

定に関する業務を専門家に委託（管理委託契約に含

める場合を含む。）する際に、本ガイドラインを参

考として依頼します。また、作成された長期修繕計

画の内容を、本ガイドラインを参考としてチェック

することができます。長期修繕計画の見直し等を受

託した専門家は、その成果物に関して管理組合に説

明を行うことが必要です。また、総会における議決

に協力することが望まれます。
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第２章 長期修繕計画の作成の基本的な考え方
第１節 長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的等

１長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的

マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値を維持する
ためには、適時適切な修繕工事を行うことが必要です。また、
必要に応じて建物及び設備の性能向上を図る改修工事を行うこ
とも望まれます。

そのためには、次に掲げる事項を目的とした長期修繕計画を
作成し、これに基づいて修繕積立金の額を設定することが不可
欠です。

①将来見込まれる修繕工事及び改修工事の内容、おおよその時
期、概算の費用等を明確にする。

②計画修繕工事の実施のために積み立てる修繕積立金の額の根
拠を明確にする。

③修繕工事及び改修工事に関する長期計画について、あらかじ
め合意しておくことで、計画修繕工事の円滑な実施を図る。
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２ 基本的な考え方

一 長期修繕計画の対象の範囲

単棟型のマンションの場合、管理規約に定め
た組合管理部分である敷地、建物の共用部分及
び附属施設（共用部分の修繕工事又は改修工事
に伴って修繕工事が必要となる専有部分を含む
。）を対象とします。

また、団地型のマンションの場合は、多様な
所有・管理形態（管理組合、管理規約、会計等
）がありますが、一般的に、団地全体の土地、
附属施設及び団地共用部分並びに各棟の共用部
分を対象とします。
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二 長期修繕計画の作成の前提条件

長期修繕計画の作成に当たっては、次に掲げる事項
を前提条件とします。

①推定修繕工事は、建物及び設備の性能・機能を新
築時と同等水準に維持、回復させる修繕工事を基本
とする。

②区分所有者の要望など必要に応じて、建物及び設
備の性能を向上させる改修工事を設定する。

③計画期間において、法定点検等の点検及び経常的
な補修工事を適切に実施する。

④計画修繕工事の実施の要否、内容等は、事前に調
査・診断を行い、その結果に基づいて判断する。
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マンションの補修・修繕・改修の概念図

出典：改修によるマンションの再生手法にカンするマニュアル／国土交通省
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三 長期修繕計画の精度
長期修繕計画は、作成時点において、計画期間の
推定修繕工事の内容、時期、概算の費用等に関して
計画を定めるものです。

推定修繕工事の内容の設定、概算の費用の算出等
は、新築マンションの場合、設計図書、工事請負契
約書による請負代金内訳書及び数量計算書等を参考
にして、また、既存マンションの場合、保管されて
いる設計図書のほか、修繕等の履歴、劣化状況等の
調査・診断の結果に基づいて行います。

したがって、長期修繕計画は次に掲げる事項のと
おり、将来実施する計画修繕工事の内容、時期、費
用等を確定するものではありません。また、一定期
間ごとに見直していくことを前提としています。
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①推定修繕工事の内容は、新築マンションの場
合は現状の仕様により、既存マンションの場
合は現状又は見直し時点での一般的な仕様に
より設定するが、計画修繕工事の実施時には
技術開発等により異なることがある。

②時期（周期）は、おおよその目安であり、立
地条件等により異なることがある。

③収支計画には、修繕積立金の運用利率、借入
金の金利、物価及び消費税率の変動など不確
定な要素がある。
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３ 長期修繕計画の作成及び修繕積立
金の額の設定の条件

一 管理規約の規定

管理規約に、長期修繕計画の作成及び修繕
積立金の額の設定に関する次に掲げる事項に
ついて、マンション標準管理規約（以下「標
準管理規約」という。）と同趣旨の規定を定
めることが必要です。（次ページ）

また、長期修繕計画及び修繕積立金の額を
一定期間（５年程度）ごとに見直しを行う規
定を定めることも望まれます。
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①管理組合の業務（長期修繕計画の作成、変更）

②総会決議事項（長期修繕計画の作成、変更）

③管理費と修繕積立金の区分経理

④修繕積立金の使途範囲

⑤管理費と修繕積立金に関する納入義務・分割請

求禁止

⑥専有部分と共用部分の区分

⑦敷地及び共用部分等の管理

また、長期修繕計画及び修繕積立金の額を一定
期間（５年程度）ごとに見直しを行う規定を定
めることも望まれます。
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二 会計処理

管理組合は、修繕積立金に関して、次に掲げる
事項により会計処理を行うことが必要です。

①修繕積立金は管理費と区分して経理する。

②専用庭等の専用使用料及び駐車場等の使用料

は、これらの管理に要する費用に充てるほか、

修繕積立金として積み立てる。

③修繕積立金（修繕積立基金を含む。）を適切に

管理及び運用する。

④修繕積立金の使途は、標準管理規約第28条に定

められた事項に要する経費に充当する場合に限

る。
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三 設計図書等の保管

管理組合は、分譲事業者から交付された
設計図書、数量計算書等のほか、計画修繕
工事の設計図書、点検報告書等の修繕等の
履歴情報を整理し、区分所有者等の求めが
あれば閲覧できる状態で保管することが必
要です。なお、設計図書等は、紛失、損傷
等を防ぐために、電子ファイルにより保管
することが望まれます。
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第２節 長期修繕計画の作成及び修
繕積立金の額の設定の手順

１長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の

設定の手順

新築マンションの場合は、分譲事業者が提示した
長期修繕計画（案）と修繕積立金の額について、購
入契約時の書面合意により分譲事業者からの引渡し
が完了した時点で決議したものとするか、又は引渡
し後速やかに開催する管理組合設立総会において、
長期修繕計画及び修繕積立金の額の承認に関しても
決議することがあります。
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既存マンションの場合は、長期修繕計画

の見直し及び修繕積立金の額の設定につい

て、理事会、専門委員会等で検討を行った

のち、専門家に依頼して長期修繕計画及び

修繕積立金の額を見直し、総会で決議しま

す。なお、長期修繕計画の見直しは、単独

で行う場合と、大規模修繕工事の直前又は

直後に行う場合があります。
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２検討体制の整備

長期修繕計画の見直しに当たっては、必要に
応じて専門委員会を設置するなど、検討を行う
ために管理組合内の体制を整えることが必要で
す。

３長期修繕計画の作成業務の依頼

管理組合が、専門家に長期修繕計画の見直
しを依頼する際は、標準様式を参考として、
長期修繕計画作成業務発注仕様書を作成し、
依頼する業務の内容を明確に示すことが必要
です。
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45

ガイドラインの中にあります



４ 調査・診断の実施

長期修繕計画の見直しに当たっては、事前
に専門家による設計図書、修繕等の履歴等の
資料調査、現地調査、必要により区分所有者
に対するアンケート調査等の調査・診断を行
って、建物及び設備の劣化状況、区分所有者
の要望等の現状を把握し、これらに基づいて
作成することが必要です。
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自主点検の様子
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５ マンションのビジョンの検討

マンションの現状の性能・機能、調査・診断の結
果等を踏まえて、計画期間においてどのような生活
環境を望むのか、そのために必要とする建物及び設
備の性能・機能等について十分に検討することが必
要です。

また、現状の耐震性、区分所有者の要望等から、
必要に応じて「マンション耐震化マニュアル（国土
交通省）」、「改修によるマンションの再生手法に
関するマニュアル（国土交通省）」等を参考とし、
建物及び設備の耐震性、断熱性等の性能向上を図る
改修工事の実施について検討を行います。
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高経年のマンションの場合は、必要に応
じて「マンションの建替えか修繕かを判断
するためのマニュアル（国土交通省）」等
を参考とし、建替えも視野に入れて検討を
行うことが望まれます。
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第３節 長期修繕計画の周知、保管

１長期修繕計画の周知

管理組合は、長期修繕計画の作成及び修
繕積立金の額の設定に当たって、総会の開
催に先立ち説明会等を開催し、その内容を
区分所有者に説明するとともに、決議後、
総会議事録と併せて長期修繕計画を区分所
有者に配付するなど、十分な周知を行うこ
とが必要です。
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２長期修繕計画の保管、閲覧

管理組合は、長期修繕計画を管理規約等
と併せて、区分所有者等から求めがあれば
閲覧できるように保管します。

３長期修繕計画等の開示

管理組合は、長期修繕計画等の管理運営
状況の情報を開示することが望まれます。
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第３章 長期修繕計画の作成の方法
第１節長期修繕計画の作成の方法

１長期修繕計画の構成

長期修繕計画の構成は、次に掲げる項目
を基本とします。

①マンションの建物・設備の概要等

②調査・診断の概要

③長期修繕計画の作成・修繕積立金の額の

設定の考え方

④長期修繕計画の内容

⑤修繕積立金の額の設定
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長期修繕計画の構成（例）と標準様式

①マンションの建物・設備の概要等 様式第１号

②調査・診断の概要 様式第２号

③長期修繕計画の作成等の考え方 様式第3-1号

推定修繕工事項目、修繕周期の設定 様式第3-2号

④長期修繕計画の内容

長期修繕計画総括表 様式第4-1号

収支計画グラフ 様式第4-2号

長期修繕計画表（年度別） 様式第4-3号

推定修繕工事費内訳書 様式第4-4号

⑤修繕積立金の額の設定 様式第５号

住戸タイプ別修繕積立金額
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２ 長期修繕計画標準様式の利用

長期修繕計画は、標準様式を参考と
して作成します。

なお、マンションには様々な形態、
形状、仕様等があるうえ、立地条件も
異なっていることから、これらに応じ
た適切な長期修繕計画とするため、必
要に応じて標準様式の内容を追加して
使用します。
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３ マンションの建物・設備の概要等

敷地、建物・設備及び附属施設の概要（規模、
形状等）、関係者、管理・所有区分、維持管理の
状況（法定点検等の実施、調査・診断の実施、計
画修繕工事の実施、長期修繕計画の見直し等）、
会計状況、設計図書等の保管状況等の概要につい
て示すことが必要です。【様式第１号】

特に、管理規約及び設計図書等に基づいて、長
期修繕計画の対象となる敷地（団地型マンション
の場合は土地）、建物の共用部分及び附属施設の
範囲を明示することが重要です。
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４長期修繕計画の作成の考え方

長期修繕計画の作成の目的、計画の前提
等、計画期間の設定、推定修繕工事項目の
設定、修繕周期の設定、推定修繕工事費の
算定、収支計画の検討、計画の見直し及び
修繕積立金の額の設定に関する考え方を示
すことが必要です。

５計画期間の設定

計画期間は、30 年以上で、かつ大規模修繕
工事が２回含まれる期間以上とします。
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６ 推定修繕工事項目の設定

推定修繕工事項目は、新築マンションの場合は、
設計図書等に基づいて、また、既存マンションの場
合は、現状の長期修繕計画を踏まえ、保管されてい
る設計図書、修繕等の履歴、現状の調査・診断の結
果等に基づいて設定します。

なお、マンションの形状、仕様等により該当しな
い項目、又は修繕周期が計画期間に含まれないため
推定修繕工事費を計上していない項目は、その旨を
明示します。

また、区分所有者等の要望など必要に応じて、建
物及び設備の性能向上に関する項を追加することが
望まれます。
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７ 修繕周期の設定

修繕周期は、新築マンションの場合、推定
修繕工事項目ごとに、マンションの仕様、立
地条件等を考慮して設定します。また、既存
マンションの場合、さらに建物及び設備の劣
化状況等の調査・診断の結果等に基づいて設
定します。

設定に当たっては、経済性等を考慮し、推
定修繕工事の集約等を検討します。
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マンションを構成している部位・部品には、それぞれ適切な修繕周期があります。

※目安となる参考の修繕周期です。

配管材料により周期は異なります。

部位別の修繕周期
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８ 推定修繕工事費の算定

一 数量計算の方法

数量計算は、新築マンションの場合、
設計図書、工事請負契約による請負代金
内訳書、数量計算書等を参考として、ま
た、既存マンションの場合、現状の長期
修繕計画を踏まえ、保管している設計図
書、数量計算書、修繕等の履歴、現状の
調査・診断の結果等を参考として、「建
築数量積算基準（（財）建築コスト管理
システム研究所発行）」等に準拠して、
長期修繕計画用に算出します。
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二 単価の設定の考え方

単価は、修繕工事特有の施工条件等を考慮し、部
位ごとに仕様を選択して、新築マンションの場合、設計
図書、工事請負契約による請負代金内訳書等を参考と
して、また、既存マンションの場合、過去の計画修繕工
事の契約実績、その調査データ、刊行物の単価、専門
工事業者の見積価格等を参考として設定します。

なお、現場管理費及び一般管理費は、

見込まれる推定修繕工事ごとの総額に
応じた比率の額を単価に含めて設定しま
す
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三 算定の方法

推定修繕工事費は、推定修繕工事項目の詳
細な項目ごとに、算出した数量に設定した単
価を乗じて算定します。

修繕積立金の運用益、借入金の金利及び物
価変動について考慮する場合は、作成時点に
おいて想定する率を明示します。また、消費
税は、作成時点の税率とし、会計年度ごとに
計上します。
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９ 収支計画の検討

計画期間に見込まれる推定修繕工事費（借入金がある場
合はその償還金を含む。以下同じ。）の累計額が示され、
その額を修繕積立金（修繕積立基金、一時金、専用庭等の
専用使用料及び駐車場等の使用料からの繰入れ並びに修繕
積立金の運用益を含む。以下同じ。）の累計額が下回らな
いように計画することが必要です。

また、推定修繕工事項目に建物及び設備の性能向上を図
る改修工事を設定する場合は、これに要する費用を含めた
収支計画とすることが必要です。

なお、機械式駐車場があり、維持管理に多額の費用を要
することが想定される場合は、管理費会計及び修繕積立金
会計とは区分して駐車場使用料会計を設けることが望まれ
ます。
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10 長期修繕計画の見直し

長期修繕計画は、次に掲げる不確定な事項を含ん
でいますので、５年程度ごとに調査・診断を行い、
その結果に基づいて見直すことが必要です。また、
併せて修繕積立金の額も見直します。

①建物及び設備の劣化の状況

②社会的環境及び生活様式の変化

③新たな材料、工法等の開発及びそれによる修繕

周期、単価等の変動

④修繕積立金の運用益、借入金の金利、物価、消

費税率等の変動
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第２節 修繕積立金の額の設定方法

１ 修繕積立金の積立方法

修繕積立金の積立ては、長期修繕計画
の作成時点において、計画期間に積み立
てる修繕積立金の額を均等にする積立方
式（以下「均等積立方式」という。）を
基本とします。
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なお、均等積立方式による場合でも５年程度ご
との計画の見直しにより、計画期間の推定修繕工
事費の累計額の増加に伴って必要とする修繕積立
金の額が増加しますので留意が必要です。また、
計画期間に積み立てる修繕積立金の額を段階的に
増額する積立方式とする場合は、計画の見直しに
より、計画の作成当初において推定した増加の額
からさらに増加しますので特に留意が必要です。

分譲事業者は購入予定者に対して、また、専門
家は業務を依頼された管理組合に対して、修繕積
立金の積立方法について十分に説明することが必
要です。
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２ 収入の考え方

区分所有者が積み立てる修繕積立金のほ
か、専用庭等の専用使用料及び駐車場等の
使用料かそれらの管理に要する費用に充当
した残金を、修繕積立金会計に繰り入れま
す。

また、購入時に将来の計画修繕工事に要
する経費として修繕積立基金を負担する場
合又は修繕積立金の総額の不足などから一
時金を負担する場合は、これらを修繕積立
金会計に繰り入れます。
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３ 修繕積立金の額の設定方法

長期修繕計画における計画期間の推定修繕工
事費の累計額を計画期間（月数）で除し、各住
戸の負担割合を乗じて、月当たり戸当たりの修
繕積立金の額を算定します。

また、新築マンションにおいて、購入時に修
繕積立基金を負担する場合の月当たり戸当たり
の修繕積立金の額は、上記で算定された修繕積
立金の額から修繕積立基金を一定期間（月数）
で除した額を減額したものとします。
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なお、大規模修繕工事の予定年度にお
いて、修繕積立金の累計額が推定修繕工
事費の累計額を一時的に下回るときは、
その年度に一時金の負担、借入れ等の対
応をとることが必要です。また、災害や
不測の事故などが生じたときは、一時金
の負担等の対応に留意が必要です。
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第３節長期修繕計画の内容及び
修繕積立金の額のチェックの方法

１標準様式を用いたチェックの方法

分譲時において、購入予定者は、分譲事業
者から提示された長期修繕計画（案）の内容
及び設定した修繕積立金の額を、また、見直
し時において、管理組合は、専門家に依頼し
て見直した長期修繕計画の内容及び設定した
修繕積立金の額を、標準様式を参考としてチ
ェックすることができます。
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２ その他のチェックの方法

管理組合は、必要に応じて、現状の長期修繕計画と公
益財団法人マンション管理センターが行っている「長期修
繕計画作成・修繕積立金算出サービス」または独立行政
法人住宅金融支援機構が提供している「マンションライフ
サイクルシミュレーション～長期修繕ナビ～」を利用して作
成した概略の長期修繕計画とを比較して、その見直しの
必要性について検討することが望まれます。

また、見直し後の長期修繕計画の内容及び設定した修
繕積立金の額を、その概略の長期修繕計画と比較してチ
ェックすることができます。
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※ 具体的な作り方

①国土交通省ホームページよりダウンロード

検索「長期修繕計画 国土交通省」

②マンション管理センターにて本を購入

CD-ROM付き

（改訂には未対応）

８月末頃発刊予定
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※ 具体的な作り方 実践

①見積書を用意（作成）

大規模修繕工事の見積書

設備工事の概算

外構工事の概算

その他、将来予想される工事の概算

エレベーターや機械駐車設備などはメーカー
に出させる。
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※ 具体的な作り方 実践

②見積書より概算額を認定 → 見積書で説明

③エクセルフォームに入れる→ Ｅxcelで説明

→ 様式１より順番に様式３－２まで記入

→ 様式４－４→ 様式４－３

④グラフまで作成 → 様式４－２

⑤修繕積立金値上げの必要性の検討
→ 様式５

⑥値上げのシミュレーション

→ 様式４－２に付け加える
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おしまい

お疲れ様でした
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